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1．はじめに
　わが国では、1公的な保育施設として幼稚園と
保育所がある。現在、幼稚園と保育所とは所管
行政庁が異なり独自な目的と機能をもつものと
して取り扱われているが、両者は共通の目的と
機能をもっ（べきである）という見解も根強く
存在する。
　1876（明治9）年東京女子師範学校附属幼稚
園が創設されて以来、幼稚園は保育料微収等か
ら主として有産階級の子どもの通う教育機関と
して発展していった。これに対して、貧しい家
庭の母親が就労している問その乳幼児をあずか
る施設が1890（明治23）年新潟市で赤沢鐘美・
仲子夫婦によってつくられた。以後、保育所（託
児所）は無産階級の放置された子どもを保護す
る救貧的、社会事業的な役割を果たす施設とし
て発展していった。
　このように親の経済的地位によって子どもの
通うべき施設が異なり、幼稚園では教育を行う
のに対して保育所（託児所）では単にあずかる
だけという二元的制度については、戦前におい
ても、子どもの世界に差別を持ち込むものであ
るという批判があった6また、幼稚園令（1926）
を改正して幼保一元化をめざすべきであるとい
う意見も出されたが実現されなかった。
　本稿は、戦後初期において幼稚園と保育所（託
児所）の関係がどのように論議され、如何なる
幼保一元化構想が提示されたかについて明らか
にすることを目的どしている。そのために、ま
ず米国教育使節団報告書を取り上げ、次に民間
保育団体の保育改革構想を考察し、’さらに国会
における論議を検討していきたい。
2．米国教育使節団報告書と幼児教育
　わが国は、1945（昭和20）年8月15日、ポッ
ダム宣言を受諾して無条件降伏をした。連合国
軍総司令部（GHQ）は、同年9月22日に民間情
報教育局（C工E）を設置し文部省を監督・指導す
るとともに、10月から12月にかけていわゆる
四大指令1）を出して軍国主義・極端な国家主義
教育の廃止、民主主義教育の奨励を指示した。
そして、1946（昭和2D年ユ月4日、連合国軍
最高指令官は米国陸軍省を通じて米国政府に教
育便節団の派遣を要請した。その結果、ニュー
ヨーク州教育長官ジョージ・ストッダード
（George　D．　Stoddard）を団長とする27名の
教育使節団が3月5日に来日した。27名の使節
団は、大学関係者14名、教育行政官5名、教育・
労働など全国団体代表4名、連邦関係者4名で
構成されていた2）。
　使節団es　，　CIEの幹部から日本の教育につい
ての情報を得・るとともに31、GHQの指令のもと
に設概された日本側教育家委員会4）とも協議し
た。また、大学、高等専門学校s諸学校及びそ
の他の教育機関の視察を通して得たさまざまな
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人々の意見を参考にして報告11｝を作成し、
1946（昭和21）年3月31日に連合國軍最高指令
官に．提出した。
　この米国教育使節団報告稽は、戦前日本の国
家主義教育を近代市民育成の観点から批判する
とともに、自由主義・民主主義の教育理念に基
づき・男女共学の6　，・3・，3制学校ll鍍・高等
教育の門戸開放等多くの具体的提案を行い、「戦’
後教育改革を遂行する上での実質的な指針の役
割を果たすことになった」5）といわれている。し
かし、幼児教育についての記述は少ない。このし
ことについて倉橋惣三は次のように述べてい
る。
　　「米国教育使節団の報告書中、幼児教育に
　就ての提言は必ずしも長くない。殊に、幼児
　教育に対する独立の一章を設けられてもいな
　い。この点は、幼児教育に特に関心を有する
　ものにとって、充分の満腹を感ぜしめるもの
　ではなかった。しかし、これを以て、使節団
　が幼児教育に無関心であったとかく無理解で
　あったとかいうことでは少しもない。6，」
倉橋は日本側教育家委員会のメソバーとして使
節団と懇談を重ねた経験から、使節団諸氏は「皆
幼児教育に関する適正な理解者」であり、「報告
において長く多くの言辞が用いられていないの
は、使節団の大きい使命そのものの展開を主と
したものと思われる」としている7）。またギ倉橋
は、「幼児教育の目的や方法に就いては1第1章
『日本教育の諸目的と内容』の項に詳述せられ
た学校教育の刷新方向と同一そのもの以外では
ない」から重ねて多言を要さなかったと解釈し
ているs｝。
　確かに、倉橋のいうように、報告書の第1章
で述べられている「教育は個人を、社会の責任
ある協力的成員たらしめるよう準備すべきであ
る9】」や「それは先づ生徒の興味から出発して、
生徒にその意味がわかる内容によって、その興
味を拡大充実するものでなければならない工叫」
等は、その後作成された保育要領に通じるもの
である。また、第3章で述べられている「教育
を受ける機会は、個人の能力に応じて……すべ
ての人々に等しく与えられるべきものであ
るin」という「教育の基本原理」は、日本国憲法
第26条や教育蓑差本法第3条tこつなカ：り幼保一一
元化の問題を考える基本ともなる。しかし、そ
れにしても、幼児教育についての記述は少ない。
　教育使節団報告諜のなかで直接幼児教育にっ
いて述べられた事項は、第3章の次の箇所のみ
である。
　　「児童の成長発達の確実な原則から見て、
　学校施設を更に年少の児童にまで及ぼすこと
　ゐ賢明なことが分る。正規の學校制度に必要
　な改革が行われ、適当な経費が支給される時
　が来たら、育児揚や、幼稚園をもっと多く設
　けて、これを小学校内に組入れるよう勧め
　る。t2｝」
倉橋は、この記述を幼児教育に対する2つの提
言と受けとめている。
　第1は、「幼児期への施設教育の必要」である。
倉橋は、報告書では「確実」（Sound）、「賢明な
ご’ﾆが分かる」（marant）という極めて強い言葉
が使われていることから、使節団は幼児期の施
設教育の必要性を断じているとして、それを実
現していくことはわれわれの責任であると主張
している13）D　　　．　　　一
　第2は、「その施設は小学校の組織に合体せら
れるべきこと」である。このことにづいて倉橋
は、「観念的に学校と幼児教育施設とを別にみる
ことによって此の組入れに反対する」説もある
がそれは合理的ではない。幼児教育施設を「国
の児童全体を対象とすることを本質とする小学
校」に組入れるという使節団の提言は、「幼児教
育の、教育組織内における、例外的、埼外的在
り方、殊に、そうした社会的感じを是正するも
の」であって望ましいとしている1－t｝e∫
　アメリカでは、4、5歳児を対象とする保育
は幼稚園で行われるのが一般的であった。しか
し、日本では、4、5歳児を対象とする保育施
設として幼稚園とともに託児所・保青所が存在
していたD貧困階級の働く母親の子弟を対象と
した託児所・保育所の存在を抜きに、日本の幼
児保育の世界は成立しなかった。しかし、r米国
教育使節団報告書はそうした「福祉と教育」の
問題に一切言及していない。報告書のなかの「育
児場」とはNursery　schoolの訳語である。それ
はアメリカにおいて幼稚園よりさらに低年齢の
幼児を対象とした保育学校をさす。倉橋は、使
節団諸氏は司令部員より提供された資料によっ
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て「日本の幼稚園は米国のそれと余り違いはあ
りません」という予備知識をもって臨んでいた
といっているがユ5〕s日本の就学前の幼児の保育
を考える場合託児所・保育所を抜きにすること
はできないのである。米国教育使節団報告書が
出されるなか、どのような改革構想がうちださ
れていったのであろうか。
3．民間保育団体における幼保一元化構想
一①　日本教育会保育部会
　戦前わが国最大の教育関係者の職能団体で
あった帝国教育会は、戦時下の1944（昭和19）
年4月大日本教育会と改称され、さらに、戦後
の1946（昭和．21）年7月日本教育会となった。
日本教育会は保育部会を設け新しい日本の幼児
保育のあり方について検討し、「幼児保育刷新方
策（案）」をまとめた。倉橋惣三が編集主幹をつ
とめる日本幼稚園協会の機関誌『幼児の教育』
は復刊第1号にこの「幼児保育刷新方策（案）」
を掲載しているがx全文次の通りである。
　　「新日本建設に当り、学齢前の教育及保護
　に関する制度の総合的確立を図ることは喫緊
　の要務である。
　　1、幼稚園令、幼稚園関係法規を改正する
　　　こと
　　　（説明）幼児保育制度の改革には幼稚園
　　　関係法規の改正を必須とする。
　　　抑々教育審議会答申の方向が現在並に将
　　　来に亘つて必ずしも当を得たものでな
　　　かったにせよ、右に応じて最近までに他
　　　の凡＠る学校令は相当大きな改正を体験
　　　したのであつたが、幼稚園令は遂に放置
　　　せられたままで終つている。一方大正15
　　　年に制定せられたる本法令は偶々発達の
　　　途上に在つた幼児保育施設の当時の実状
　　　を一更に云へば発達の途上に在るとの
　　　認識を基礎として一多分に反映せるも
　　　のでありその後既に20余年を経たる今
　　　日、而も今や平和新日本建設の構想の下
　　　に凡ゆる施策が展開せられねばならぬ時
　　　根本的に再検討せらるべきは論を侯たぬ
　　　ところである。
　　2、幼稚園と託児所が異なる所管下に在つ
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て別途に取扱はれたる弊を除き幼児保育
施設を統一すること
イ　満4歳以上の幼児を継続的に収容す
　　るものは原則と1して就学前教育を主と
　する施設となし、之を凡て幼稚園（仮
　称）となすこと
n　満ユ歳以上満3歳以下の幼児を積極
　的に収容するものは社会的養護を主と
　する施設となし、之を保育所（仮称）
　　となすこと
ハ　季節的又は二時的に幼児を収容する
　　ものは之を託児所となすこと
二　満2歳以下の乳幼児を収容するもの
　は特殊の託児所と看倣し之を乳幼児託
　児所となすこと
　（説明）従来の幼稚園N託児所、保育所
等は夫々異なる設立趣旨、沿革を持つと
は云へ、実際には凡てのものが教育と養
護との両機能を持つこと、更に収容せら
れたる幼児を主体として考へれぽ、保育
の平等がそこに確立せられて居ねばなら
ぬはずである。又幼児の成長段階に応じ
て教育と養護の濃淡が自ら生ずることは
　自明の理にして、この点よりして年齢に
　よる統一が必要とされるわけである。
幼稚園（仮称）、保育所（仮称）、託児所
　としての統一は何等施設の画一化を企図
するものでなくx専ら指導、監督、助成
等取扱の面に於ける均等性を与へんがた
めであり、現実に於て各様の形態、運営
が許さるべきは勿論、その名称も亦支障
なき限り、種々であつて差支へない。
3、幼稚園（仮称）保育を義務制にするこ
　と
イ　保育の機会均等を実現すること
　P　国庫による補助金制度を確立するこ
　　と
ハ　幼児保健管理を国営とすること
二　学齢低下に関する問題は幼稚園保育
　　との関係に於て癬決すること
　（説明）幼稚園保育の義務制は社会によ
る幼児教育、幼児保護の強化を意味し，
保育の平等の前提条件である。
右は当該年齢の幼児に対する家庭教育を
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幼稚園保育によつて代行せしめんとするも
のではなく、前老は飽くまでその優位性を
保つべきである。
　夫にも拘らず幼稚園保育の嚢務制を要請
する所以のものは、実際に於て家庭の教育
が万全を期し得ず、更に少なからざる家庭i
に於て施設による保育が不可欠なる癖実を
超へて、実に次の泰由による
　（1）凡ゆる幼児に対して保育を受ける機
　　会を与へる。
　②　幼児の社会性滴養、協同生活指導等
　　の如く、家庭にては孟乃至家庭のみに
　　ては不可能なるs而もこの年齢児に極
　　めて重要なる教育が存在する。
　（3）適切且十分なる遊びの場所の提供、
　　偏食矯正、栄養等を目的とする給食等
　　は施設を侯つて初めて可能である。
　（4）公民性の基礎教育、科学教育基礎指
　　導等とも関係する学齢低下の問題も、
　　むしろ幼稚園保育と国民学校最低学年
　　に於ける保育的教育方法の徹底によつ
　　て解決せられる問題であり、換：言せばs
　　初等教育制度の改革は之亦幼稚園保育
　　の義務制を前提としてのみ可能であ
　　る。
4、保育所（仮称）の育成、監督を強化す
　ること
　（説明）保育所（仮称）は幼稚園（仮称）
　に比して社会政策的にははるか重要であ
　るが、その経営は経済の上からも仕事の
　上からもはるかに困難なるため、特に十
　分なる指導助成と適切なる監督がなけれ
　ばならぬ。
5、保姻の地位向上を図ると共に、養成方
　法を改善すること
　イ　保娚の地位、待遇を学校職員と同等
　　にすること
　P　保娚養成機構を確立し、その学科目
　　に統一的基準を与へること
　ハ　保婬は幼稚園保栂と保育所保婦の二
　　つに分ち、失々の資格を定めること
　二　保婬養成機関設置につき地域的配慮
　　をなすこと
　　（説明）従来保頗｝は実際に於て国民学校
　　教員より一段下に取扱はれたるのみなら
　　ず、本来保卿とは一定の資格者に対する
　　名称なるにも拘らず厚生省関係の託児所
　　保育担当者にも流用されきたるがため、
　　社会一般の保栂に対する評価を更に低く
　　せしめたる観無くもなかつたのである。，
　　然し今後、保娚は単に幼児保育の担当者
　　　たるのみならず、幼児を通じての母親教
　　　育者たるべく、更に進んでは施設区域の
　　　全幼児の教育養護N保健の指導者たるべ
　　　きにして保婬の地位、待遇の改善と共に
　　　その素質の向上が努力せられねばなら
　　　ぬ。16｝」
こごには、これまでのわが国の保育の問題をふ
まえたうえでのN幼児保育の各方面にわたるま
さに刷新的な方策が提示されている。幼児保育
施設についても、「幼稚園と託児所が異なる所管
下に在つて別途に取扱はれたる弊を除き幼児保
育施設を統一することt7｝」とはっきり述べられ
ている。’そして、幼稚園は満4歳以上の幼児に
対して教育を主として行う施設、保育所は満1
歳以上満3歳以下の幼児に対して社会的養護を
主としてなす施設、という年齢による施設区分
がうち出されている。また、託児所を季節的又
は詣時的に幼児を収容する施設と定義づけ、そ
のうち満2歳以下の乳幼児を収容する施設を特
別に乳幼児託児所と呼んでいる。このような年
齢による施設区分は、これまでの幼児保育施設
はそれぞれ違った設立趣旨や沿革をもっとはい
え、実際にはすべてのものが「教育と養護の両
機能をもつ」こと、幼児を主体に考えれぽ「保
育の平等」がそこに実現されねばならないこと、
という理念からうまれたものであるis｝。このよ
うな日本教育会保育部会の「幼児保育脳新方策
（案）」はh米国教育使節団報告書で述べられて
いる教育の機会均等の精神をベースとしながら
もNわが国の保育の歴史的問題と現状をふまえ
たうえでの画期的な刷新案であるといえる。
　②　民主保育連盟．
　婦人民主クラブの会員を母体とし戦前の保育
問題研究会のメソ・q・一・も加わって1946（昭和
26）年10月、羽仁説子を代表とする民主保育連
盟が結成された。この民主保育連盟は「乳幼児
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を完全にまもり正しく教育するに必要な新しい
保育施設をつくりひろめることにつとめ、保育
にあたるものの教養をたかめ、その社会的地位
をまもることを目的」としてつくられた団体19｝
であるが、その創立趣意書には次のように述べ
られている。
　　「民主日本の次のにない手であるこどもた
　ち、文化日本の建設に責任をもつこどもたち、
　その幼いこどもたちの伸びやかな成長を心か
　ら待ち望む私たちのねがいに反して、現在の
　こどもたちの生活はまことに乏しく暗く、心
　を痛めずにはいられません。明るく逞しく育
　つために必要なたべもの、きもの、おもちゃ、
　遊び場、どれ一つとして充分に与えられてい
　ないこどもたち、このこどもたちを必死にか
　ばい1まもる疲れ果てた母親のすがた6個々の
　家庭、一人々々の母親の力ではもうこどもた
　ちを完全に育てることはできなくなっていま
　す。こどもたちに対する社会的保護と教育が、
　今ほど強く要求されている時はありません。
　それは単にこども自身の成長に必要であるぽ
　かりでなく、母牲の社会的活動のためにも、
　家庭の生活文化のためにも必要であり、そし
　てひいては生産の復興にまで大きく影響する
　ことがらであります。
　　こどもたちの社会的な保護と教育の施設と
　しては幼稚園と保育所があげられますが、そ
　の数はいたって少く、3．6％のこどもしかうけ
　いれられぬ状態であります。その上、幼稚園
一は文部省、保育所は厚生省でそれぞれ所管し、
　一方は就学前の準備教育として、一方は、貧
　窮者の救済事業としていとなまれ、何れも国
　民の大部分をしめる勤労家庭の要望にとおい
　実状であります。
　　働く人々の生活が日々に苦しくなり保育条
　件が一層悪くなってゆく現在、労働組合、生
　活協同組合、農民組合、民主的な婦人・文化
　団体には『働くもののこどもは働くものの手
　で』と自主的な保育運動が生れその機運は急
　速に高まってきています。この動きは既存保
　育施設の民主化を推進する大きな力となりま
　しょう。
　　民主保育連盟は昭和21年10月創立以来、
　tの保育問題の動向について大きな関心と努
　力を続けてきましたが、この飛躍的な時期に
　際して一層の活動強化が必要となっていま
　す。
　　全国の働くみなさん！幼いこどもの保育に
　熱意をもたれる専門家のみなさん！一人でも
　多くの人々が本連盟．に加わり、乳幼児保育問
　題解決のための推進力となられるよう切に期
　待いたしますe2°）J
ここには、敗戦後の飢えと貧しさに苦しむ母子
の現実をふまえ、働く婦人の立場からの保育施
設の改革が訴えられてる。それは、先にみた日
本教育会保育部会「幼児教育刷新方策（案）」と
はまた異なった視点からの保育施設改革案であ
る。すなわちs保育施設を「単にこども自身の
成長に必要であるばかりでなく、母性の社会的
活動のためにも、家庭の生活文化向上のために
も必要2i）」な施設と捉え、婦人の豊かな生活を保
障するための改革案である。従って、そこでは
保育施設は教育施設としてよりも社会的施設と
して位置づけられている。そして、そうした視
点から、「幼稚園は文部省で保育所は厚生省で所
管し、一方は就学の準備教育として、一方は貧
窮者の救済事業としていとなまれ22｝J　．ている幼
保二元化の制度が、「国民の大部分をしめる勤労
家庭の要望にとおい23）」として批判され、その民
主的改革が目指されているのである。民主保育
連盟はこのような立場にたって、新しい保育施
設づくりの運動を展開していくことになる。
　このような民間保育団体の改革溝想が出され
るなかで、国会では保育施設をめぐってどのよ
うな論議が展開されていったのであろうか．
4．国会における幼保一元化論議
　（1｝第90回帝国議会
　幼保一元化についての議論は、すでに
1946（昭和26）年の第90回帝国議会においてみ
られる。この議会は大H本帝国憲法を改正して
日本国憲法を制定する議会であった。その帝国
憲法案改正委員会において、越原委員は新しい
憲法には「婦入ノ本質トスル所ノ基本的権利ガ
明確ニサレテナイ」として、「母ト子供ノ生活権
ハ之ヲ保障スル」というような項目をいれるべ
きであると主張し2’‘）、つづけて次のように質閥
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している。
　　「此ノ冊予ノ保護二付キマシテ、ソレニ関
　聯シタ＝トデ御伺ヒ致シタイト思ヒマス、ソ
　レハ託児所、幼稚園二関係致シタコトデゴザ
　イマス、幼児ノ保育教育コソ莫二国毘教育ノ
　基礎ヲ成スモノト存ジマス、ソレ故是マデノ
　幼稚園ハ主二文部艦二、託児所ハ厚生省ニト
　云フヤウニ、生混イニニ本建ニナツテ居リマシ
　タノヲ、一一rZi建二改メ々シテi其ノ内容ノ施
　設ヲ刑新致シマシテ、就学前ノ保育教育ヲー
　元的二統一致シマシテxサウシテ保育教育ノ
　完全ヲ期スル為メト、ソレニ併セマシテ婦人
　ノ各職場ヘノ進出ヲ容易ナラシ刃レ為二、謂
　パパ教育機能ト社会敷鍛的機’ri琶　“ヲ総合具現
　致シマシテ運用致シマスヤウニ、新制度ヲ確
　立セラレマス御意思ハゴザイマセヌデセウ
　カ、此ノ運営二当リマシテハ、勿論国庫ノ補
1助ヲ戴カナケレバナラナイト存ジマスガN我
　ガ党ノ精神ト数シマス所ノ自主、自衛、協同
　組合主義二依ツテ運営致スベキデハナイカト
　考ヘテ居リマスガ、之二付キマシテ御意見ヲ
　承リタイノデゴザイマス251」
ここには、それまでの幼稚園と託児所の二本建
てを一本建てにすることによって「教育機能ト
社会政策的機能トヲ総合具現」することxすな
わち、幼児の教育と保護とを統合しようとする
構想が提示されている。しかも｛それは母子の
保護、婦人の職場進出という観点からである。
　これに対して、文部大臣である田中国務大臣
は次のように答弁している。
　　「義i務教育就学前ノ幼児二付キマシテ、所
　謂幼稚園舗度ヲ義務的ニスルカドウカト云フ
　コトニ付キマシテハ、研究ヲ要ズル問題デア
　リマシテ、是マデ義務教育荊度ガ拡張セラレ
　テ居ル例ハ、私寡聞ニシテ聞カナイ所デアリ
　マス、唯只今ノ御質問ハ厚生省関係一詰リ
　社会問題ノ解決ノー環ト致シマシテノ母性ノ
　保護トカサウ云フモノト結付ケテー元化スル
　ト云ウ＝トハ、是ハ教育ノ面ト又社会的ノ考
　慮ノ面ト、色々違フ向キモアルカト存ジマシ
　テ、是ハ大イニ研究ヲ要スル問題ヂャナイカ
　ト思ヒマス2fi）」
この文部大蕊の答弁から、この時点で文部省が
意識しているのは「義務教育就学年齢の引き下
げ」、5歳児義務化との関運での幼保一元化であ
ることが窺えるeそのため越原委員のr母性の
保護」と結びつけての幼保一元化の要求には、
文部省としては厚生省との関係もあり簡単には
答えられないのである。
　この第90回帝国議会には、また、「乳幼児保
育施設の整備拡充に関する建議」も提出されて
いる。この建議は、日本保育研究会の活動が契
機となって生まれたものである。1943（昭和18）
年8月恩賜財団愛育会研究所内につくられた日
本保育研究会は、敗戦後の1946（昭和21）年2
月に幹拳会を開いて再スタートをし諸々の活動
をしていたがi同年7月に「民主主義と幼児教
育」をテー・叫こ研究協議会をひらいた。この協
議会で保育の問題についての要望が出され、婦
人議員クラブの国会議員と懇談会が開かれ、「乳
幼児保育の整備拡充に関する建議」が撮出され
ることになったのである。それは次のようなも
のである。　　　　　　　　　　　　一
　　「新日本建設の支柱たるべき乳幼児の保育
　問題は、現下最も緊急を要する問題の一であ
　り、その一翼を負ふ乳幼児保育施設は、乳幼
　児の完全なる保護、教育、家庭生活の改善に
　稗益する社会教育的役割及び婦入の社会的活
　動を発展せしめるための保育の共同化等の任
　務を有する重要なる施設である。然るに乳幼
　児保育施設の現状は實に遺憾の点多くi国家
　将来のため憂ふべきものがあり、これを緊急
　に整備拡充する必要が認めらるるので、特に
　次の諸点に関し強力なる施策の行はれること
　を望む次第である。
　　t、乳幼児保育施設の普及
　　一、乳幼児保育施設の一元化
　　一、乳幼児保育施設の公営及び私営施設に
　　　　対する国庫補助
　　x保姻養成機関の整備確立及び保姻の待
　　　　遇改善
　　一N乳幼児保育資材の確保
　右建議する。27）」
この建議には、「乳幼児保育施設の整備拡充に関
する建議案理由書」がつけられている。そこで
は特に要望した四つの点について次のように理
由が述べられている。
　　　「一、乳幼児保育施設
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　わが国の乳幼児保育施設は、戦前において
幼稚園、託児所合わせて国民学校数の約ユ割
5分に過ぎず、又国民学校就学児の約1割が
託児所、約5分が幼稚園を経た児童であり、
総計1割5分の児童が保育施設の恩恵に浴し
ているにすぎない有様であった。而も戦時中
幼稚園、託児所は閉鎖されたもの、戦災を被っ
たもの多くs現在においては戦前に比し保育
施設数は激減しており、又一一方母親の多忙の
ため乳幼児は街頭に放任せられている状態に
ある。日本再建の担当者たる乳幼児の保護、
教育の立場より観るとき、乳幼児保育施設は
更に一層普及されなけれぽならぬのであるか
ら、まずその復興、更にその増設による普及
を図ることがee－一の急務である。
　一、乳幼児保育施設の一元化
　わが国の乳幼児保育施設は幼稚園、託児所
の二つの型をとり、前者は幼稚園令により文
部省の所管下にあり、後者は社会事業法によ
り厚生省の所管下にある。この二元的存在は
保育施設の活動を偏らしめ、その普及発達を
阻害すること著しいものがある。獲に昭和13
年12月教育審議会は『国民学校、師範学校及
び幼稚園に関する件』を答申し、『幼稚園と託
児所の関係に付き有効適切なる措置を講ぜら
れたい』と要望したが、この点に関し早急に
解決を必要とするものである。
　－s乳幼児保育施設の公営及び私営施設に
対する国庫補助
　乳幼児保育施設の中、公営は3割に過ぎず、
他は私営に委ねている事実から、その活動内
容も社会的、経済的事情に左右されること多
く、必ずしも十分でないことは施設の拡充、
普及の上から遣憾である。故に国庫による施
設を急速に設置普及されること及び私営施設
に対する適切なる補助を与へられることは必
要大なるものがあると考える。
　一、保娚養成機関の整備確立及び保婬待遇
改善
　この点については前述の教育審議会答申の
「幼稚園に関する要綱」中、・一項目として採
り上げられているが、現行の保婬養成制度の
不備は依然たるものがあり、養成機関の殆ん
ど総ては私人の経営に委ねられ、その程度も
　中等学校卒業後1箇年の修業となっており、
　又その待遇も一般勤労婦人のそれに比して極
　めて低い事実はN保育施設の社会的役割を遂
　行する上に、まことに憂ふべきことである。
　故に右の点に関し保娚の資格の確立ととも
　に、その待遇につき適切なる国家的保護を与
　えられる必要極めて大なりと考えるものであ
　る。
　　一、乳幼児保育資料の確保
　　瓢幼児保育施設の復興及び新設の最大の駐
　路は資材難にあり、これの確保は必須である。
　故にこの点に関しても適切なる施策を必要と
　するものである。
　　これ本案を提出する所以である。2S）」
ここには、乳幼児保育施設を「乳幼児の完全な
る保護、教育、家庭生活の改善に稗益する社会
教育的役割及び婦人の社会的活動を発展せしめ
るための保育の共同化等の任務を有する重要な
る施設」と，とらえ、その拡充整備が4点にわたっ
て建議されている。乳幼児施設の一元化はその
重要な一っであり、これまで幼稚園と託児所と
が文部省と厚生省との所管のもとで二元的に存
在してきたことが「保育施設の活動を偏らしめ、
その普及発達を阻害」してぎたとして、「早急に
解決を必要とする」と要望されているのである。
　この建議をうけて、委員会では政府委員とし
て厚生省の勝俣事務官が次のように答弁してい
る。
　　「第1ノ弁明ハ乳幼児ノ保育施設ノ普及ヲ
　シロト云フ御話デアリマス、御尤モノ御趣旨
　ト思ヒマシテ、政府ト致シマシテハ十分ナ普
　及ヲ図リタイト考ヘテ居ルヤウナ次第デゴザ
　イマス、現在ノ保育施設ト致シマシテハ、19
　年ニハ常設ノモノガ日本全国デ2，184アリ、
　臨時モノガ53，020ト云フ数字デゴザイマス
　ガ、是デモ尚ホ足リVセヌカラ、御説ノヤウ
　ニ十分普及サセルヤウニ致シタイト考ヘテ居
　ル次第デアリマス
　　第2ノ乳幼児ノ保育施設ノー元化ノ問題二
　付キマシテハ、保育ノ問題ハ厚生雀卜致シマ
　シテ十分責任ヲ持ツテ居ルヤウナ次第デゴザ
　イマス、幼稚園ノ方面ノ教育ノ問題二付テハ
　文部省ノ関係デゴザイVシテ、之ヲー元化シ
　ロト云フ御話デゴザイWXガ、此ノ問題二付
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キマシテハヤハリ乳幼児ノ教育、ソレカラi完
全ナ保育、保健、保護ノモノハ既設保育所ト
カ色々多種ナ内容ヲ異ニシテ居ルノデ、各々
其ノ特徴ヲ具備セシメヨウトシテ居ル為二現
在二於テハー元化シテ居リマセヌ、併シナガ
ラ御説ノ趣旨モアル次第デゴザイマスカラ関
係官庁ト密カニ連絡ヲ執リマシテ、偏重シナ
イヤウニ致シタイト考ヘテ居ルヤウナ次第デ
アリマス
　箪3番目ノ問題ハ、乳幼児ノ保育施設ノ国
庫補助二関スル問題デゴザイマス、是ハ洵二
現在ノ国庫補助ハ低イモノデゴザイVシテ、
之二付キマシテ・倣府ト致シマシテハ出来得
ル限リ今後国庫補助ヲ増額i致シタイト考ヘテ
居ル次第デアリVス、併シナガラー面生活保
護法ノ運用二依ツテ相当ノ補助ハ出来得ルヤ
ウニ考ヘテ居ル次第デゴザイマスN尚ホ足ラ
ヌヤウナ場合二於キマシテハ、中央ノ社会家
業団体ヨリモ又補助ヲスルト云フヤウナコト
モ出来得ルト思フノデアリマス、兎二角国庫
ノ補助二付キマシテハ、政府ト致シマシテ増
額二十分努力致シタイト考ヘテ居リvス
　第4ノ保婦養成機関ノ整備確立及ビ保栂ノ
待遇改善、是モ御尤ノ趣旨デゴザイマシテ、
現在ノヤウナ待遇デアリ、又養成制度ノ不備
ノヤウデハ安ソヂテヤツテ行ケルカト云フヤ
ウナコトモ心配サレルノデアリマシテ、政府
　ト致シマシテハ之ヲ法制化シテ保娚ノ資格ノ
確立ヲ図リタイト云フノデ、是ハ目下考究中
デゴザイマス
　次ノ乳幼児保育資材ノ確保二付キマシテ
ハ、御承知ノヤウニ現在色々ナ復興及ピi新設
　ノ資材ノ除路ガゴザイVXガ、是バー一一・　Hモ欠
　クコトノ出来ナイヤウナ時代デゴザイマスカ
　ラ、誠意ヲ以テ之ヲ確保致シタイト考ヘテ居
　ルヤウナ次第デゴザイマス、尚ホ御趣旨ハ建
築ノ資材ノコトト思ヒマZルガ、経営ノ問題・
　資材一一紙芝居デァルトカ、玩具デアルトカ、
　色紙デアルトカ云フヤウナモノニ付キマシテ
　ハ、従来コチラノ方デ始終心配ヲシテ居リマ
　シタガ、今後モ十分其ノ点二付テハ努力致シ
　タイト考ヘテ居ル次第デアリマス29｝」
ここでの政府委員の答弁は、建議に瓢・て特に
「強力なる施策」が望まれた4っの，ttsi　teついて
それぞれ前向きに取り組んで行くというもので
ある。しかし、建議において示された「乳幼児
の完全なる保護、教育、家庭生活の改善に稗益
する社会教育的役割及び婦人の社会的活動を発
展せしめるための保育の共同化等の任務を有す
る重要な施設」という乳幼児保育施設の捉え方
についての言及はない。そのため、幼保一元化
についても、保育の問題は厚生省、教育の問題
は文部省というこれまでの見解をでることがで
きず、「関係官庁ト密カニ連絡ヲ執リマシテ、偏
重シナイヤウニ致シタイト考ヘテ居ルヤウナ次
第デアリマス」というものにとどまっている。
　な痴、この「乳幼児保育施設の整備拡充に関
する建議」は、建議委員会において異議なく採
択された。
②　第91回帝国議会
　1946（昭和26）年11月3日日本国憲法が公布
されたが、第91回帝国議会には、「保健託児所
設置に関する建議」が提出されている。それは、
次のようなものである。
　　「新憲法に男女同権が認められ、基本的人
　権の尊重されたことは、婦人にとつて最も喜
　ばしいところであるが、婦人はその天性であ
　る育児の重責を果すために、依然として過重
な負担があつて、突質においては奴隷的酬吏
　に甘んじ、修養の時間も持てぬ現状である。
　　よつて政府はこの際各市町村に保健託）巳所
　を設置して、働く婦人のため、又は多子家庭
　の煩労を軽減するため、適当の施策を講ぜら
　れることを切望する。
　右建議する。3°）」
この建議の提出者である吉田セイは、提出趣旨
を次のように述べている。
　　　「現在の家庭婦人にとつての最も重荷は育
　児でございます。いくら新憲法に男女同権が
　みとめられましても、基本的の人権の尊重が
　声を大きくしてさけばれましても、婦人にと
　つて常に家庭的に重圧に喘いでいるというの
　は、家事、育児の過重の負担でございまして、
　今日の9sでありましたならば、どうしても
　女性が真に家庭の雑事から解放されて、自分
　が修養し或はものを考えるどいう時間が生み
　出せない現状でございます。この時、婦人の
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尊い使命をはたすために、村に役場があり、
郵便局があり、駐在所があり窪すように、全
　国津々浦々にこの保健託児所というものが設
　置されまして、子供を安心してそこに預ける
　ことができる、一日でも、一週間でも自分の
　希望通りの日数、その子供をその託児所に安
　心して預けて、育児なり、保健方面のことを
　親代りになつて万端見ていただけるという設
　備がありましたならば、全女性はいかに家庭
　の雑事から解放されて、地位の向上のために
　自分の時間を生み出すことができるかわから
　ないのであります。特にこれは働く婦人にお
　いてこの熱望は実に痛切なものがございま
　す。（以下略）31）」
日本国憲法は、戦前の男尊女卑を改めて男女の
平等を宣言し、「婚姻及び家族に関するその他の
事項に関しては、法律は、個人の尊厳と両性の
本質的平等に立脚して、制定されなければなら
ない」（第24条）と規定した。この建議はその
ような憲法の規定に基づいて、女性を「育児の
過重の負担」から解放し女性の地位向上をはか
るために提出されたものである。そこでは、乳
幼児保育施設が女性の地位を実質的に保障する
場として捉えられている。こうした捉え方はs
先にみた民主保育連盟の趣意書における保育施
設の捉え方に通ずるものがある。そして、国会
において保育施設の問題を積極的に取り上げて
いったのも新制度のもとで女性の解放と地位向
上を掲げて当選した女性議員であった。
　この建議に対して、政府委員である服部厚生
政務次官は次のように答えている。
　　「建議の御趣旨御尤もな点でありまして、
　今日の日本の文化を向上させて行くために
　は、まず家庭における婦人の修養時間を十分
　に与へて行くということ、そうして家庭にお
　ける婦人の地位、さらに社会的な地位を向上
　させて行くということにつき1ましては、農村
　の婦人の修養時間がきわめて少いことは、お
　説の通りであります。従来この戦暗中におき
　まする託児所、或は保育所というのは、主と
　して労働という面からこういう施設をやつて
　参つたのでありまするが、今後はさらに一歩
　前進いたしまして、家庭の婦人が修養の時間
　をつくるということと同1時に、その家庭にお
ける所の労働が十分にできるという二つの建
前からこういう施設を普及して行くこ．とは、
最も必要な問題であります。しかしながら一
歩翻つて農漁村の実体を考えてみますと、こ
　ういう施設一従来戦時中における託児所、
或は哺育所というものは名ぼかりであつて、
事実上におきましてはなかなかこれが利用さ
れていない。これは農村における所の施設の
数が少いということ、そして同時に部落が非
常に散在しておりまして、乳児とか或は足手
　まといになる子供を託するということについ
　て非常な手数がかかる。同時に完全なる所の
　哺育所ができなかったというような点から、
　戦時中における託児所或は哺育所が十分に利
　用されなかったのでありますが、今後はただ
　労働面ぼかりでなく、婦人の地位を向上する
　ための修養時間を与えるという面から、一つ
　の施設としてやつて行くべきものであると考
　えます。しかしながらこれはまず市及び町村
　の事業としてやらせるようにできるだけ推進
　し、或は奨励して参りたい。また厚生省とい
　たしましては、従来こういう面に対する経費
　が実は計上していないのでありまして、愛育
　方面の経費の一部を割いて、そしてこういう
　面に当てX来ておつたのでありますが、今後
　はその点に対しましても十分に調査研究いた
　しまして、御趣旨に副うような方面にもつて
　行きたい、かように考えております。32）J
ここには、新しい憲法が公布されたことにとも
なう厚生省の意気込みが感じられる。すなわち、
新憲法の下、新日本の建設のためには、「家庭に
おける婦人の地位、さらに社会における婦人の
地位を向上させて行く」ことが大切である。託
児所や保育所など従来の保育施設は「主として
労働の面」からつくられてきたが、「今後はただ
労働面ばかりでなく、婦人の地位を向上するた
めの修養蒔間を与えるという面からj考えて、
その整備拡充をはかって行きたいというのであ
る。
　しかし、このような厚生省の考えは、就学前
の子どもの教育施設の充実を考える文部省とは
かなり異なる。ここでは、幼保一元化の問題に
ついては何らふれられていないが、このような
文部、厚生両省の考え方の違いは、この問題の
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その後の展覇を予想させるものであるe
5．結 び
　1946（昭勲21）年3月3窮ヨに連合濁軍最高詣
令官に撮幽された米簸教費使簾団報告書は、民
主主義の理念に基づいて多くの呉体約鍵案を行
い、戦後のわが錘め教育改輩を遂行する上での
実質約な指針の役劉を果たしたといわれてい
る。しかし、幼晃教育について直接述べられた
ことは，「学校施設を更に年少の児童にまで及ぼ
すこと」とゼ育児場や、幼稚瞬をもっと多く設
けて、これを小学校内に組入れるよう勧める」
ということだけであった33）。しかも、ここで述べ
られている「糞箆場」とes　Nursery　S磁oolの
訳語であ今、わが蓼の託箆撰や撮育藪とは大き
く異なるものであった。N本の就学蔑の幼児の
保奮を考える揚合k託箆渋や保育所の問題を抜
きにすることはできないのに、米国教育懐節団
報告書はそのような問題には一塑言及していな
かうたのである偉
　これに欝して，日本教育会保育部会f幼箆保
糞繊溺方策（案）」に輸、これまでのわが露の｛呆
責の驚遜をふまえたうえでの、幼毘保育施設の
漏噺案力憲き承されていた。すなわち、そこでは、
r幼誰懇と託箆鷲演異なる承管下に在つて溺途
に取振慧れたる弊を除き幼発保育施設を統一す
る鋤」ことの必要姓カミi髭かれ、幼稚圏は満4歳以
上の幼懲調して蒙糞を主に行う施設｛呆育所
は満1歳舞上溝壽叢鉱丁の幼髭に対して？±会的
i養護を主としてなす施設．という年齢による施
設区分が艮捗垂辱にうちだされていた。しか転
このような年灘こよる施設区タ斉ま、幼児を主体
としたr保育の寧等」の理念fi・ら導き鐵された
ものであった。
　また、毘主保育連盟の鍵立趣惹量黎こほ、敗駿
後の凱えと貧しさに苦嘉む溝子の舞i夷をふまえ
たs働く婦人の立場からの藻育施設亟葦案蒼示
されていた9そこでは、舞育施設をf単にζど
毒自身の成長に必要であるばかウでなく、母纏
の娃会豹猛動のためにも、家蹉の生揺文化向ま二
毒丸あにも必婁i岡」な施設と提えて疑るむそL
て．そうした鏡点から．ギ幼稚翻は文部省で鋒青
霧鐘疹生雀で叛管し、一方は就学の準錨教育と
して、一方は貧窮者の救済事業としていとなま
llt3eljている制度が批鞠され、その畏主的改革が
目揖されていた。
　このような属問保育団体の構想が出されるな
かで、蟹会でも幼児保育施設の問題が取り上げ
られ、幼稚園と保育所を一rv」一本建てにして「教育
機能ト社会政策釣機能トヲ総合具現」すること
力婆望された。また、r￥L幼児保育施設の整備拡
充に関する建議」も提出された。そこでは乳幼
児保育施設の拡充整備の内容の主要な一つとし
て「乳幼児保育施設の一元化」があげられてい
た。こうした幼児保育施設の問題を国会で取り
上げたのは、斬しい選挙欄度のもとで、女性の
鰐放と地位向上を掲げて当選した女｛生議員で
あった。そのため、録育施設は、「乳幼妃の完全
なる保護、教育」に必要であるだけでなく、「家
庭生活の敬善に稗益する社会釣役割及び婦人の
筏会豹活動を発展せしめるためtこ3〒）」重要な施
設であるとして提えられv主として女性の地位
向上のためにその拡充整備が求められたので
あった。
　これに対して、厚生省の政府委員は、従来の
保育施設はf主として労働の面」からつくられ
たが、F今後はただ労働面だけでなく、婦入の地
位を向上するための修養時間を与えるという面
から］考えてその整備拡充をはかっていきたい
と前向きに答弁していた轡。しかし、幼保一元化
の要望に討してはち厚生省、文部省の政府委員
とも，保育の問遜は厚生省、教育の問題は文部
省というこれまでの見解をふみだすことはな
かった。また，就学荊の幼児の探育施設につい
ての厚生、文部蕩省の考えの違い屯認められた。
　戦後初期における幼稚畷と保育茂の関係をめ
ぐるこのような論議が、その後どのように展開
されていったかについては、稿をあらためて検
慰したい。
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